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合否判定基準項 目

所定の期限までに、全ての講義動画（e-ラーニング）を受講した者を
講義修了者とする

講義（e-ラーニング）

得点が６０点以上の者を合格とする試験（CBT）

講義および試験のいづれにも，合否判定基準を満たす者を講習修了者
（合格者）に認定する

講習修了者（合格者）

第3回2025登録送電線工事基幹技能者講習

第３回2025講習 合否判定基準
第３回2025講習
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平均第7章第６章第５章第４章第３章第２章第１章章

新しい
技術安全管理品質原価工程施工管理・施工計画登録基幹技能者制度の

意義と役割+関係法令科目

64%92%46%49%41%48%78%78%科目別

試験問題別の正答率（受験者数104名）
第3回2025登録送電線工事基幹技能者講習 第３回2025講習
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8

1-3-1 P-7
送電線工事とは特別高圧とは、電圧が７千ボルトを超えるものをいう。正しくは問１
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1-3-4 P-10
登録登録送電線工事基
幹技能者の必要性

登録基幹技能者に期待する貢献目標に「送電線工事における新規参入企業
の育成と支援への貢献」は含まれない。正しくは問２
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1の4の1 P-15
建設業法における登録基幹技能者の位置づけ
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１補-1-2 P-6
建設業の許可

建設業を営もうとする者が， 一つの都道府県の区域内にのみ営業所を設け
て営業しようとする場合は，都道府県知事の許可を受けなければならない。正しくは問４
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１補-1-3 P10
工事現場に配置すべき技術者
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2-3-1〜2-3-4
P-7~11
施工計画の立案

施工計画の作成に当たっては，発注者の要求する品質を確保し，安全を最
優先とした施工を基本とする。正しくは問６
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2-3-6 P13
仮設備計画

仮設備の材料は一般の市販品を用い、できるだけ規格を統一し、他工事に
も転用できるよう計画する。正しくは問７
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2-3-7 P-15~17
資機材管理計画の輸
送計画

送電線工事現場で工事用として使用する道路は、地元の方々の生活用道路で
もある。資機材の現場搬出入にあたっては、地元車優先で円滑な輸送に心掛
ける。

正しくは問８
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2-4-1 P33
施工要領書の基本
と作り方

作成した施工要領書は、元請の工事担当者の承諾を受けるとともに、関係
する作業員全員参加のもとで説明し周知する。正しくは問９
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2-4-2 P35
作業手順書の基本
と作成方法

作業手順書は、誰がやっても基準通りに同じ結果が得られ、仕事を安全で
正確に早く教えるために必要なものである。正しくは問10
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2-4-3 P39
作業方法の改善の
心構え

今までのやり方が絶対正しいとは考えない。正しくは問11
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3-1-2 P14
ネットワーク式
工程表

所要工期が決定する経路（クリティカルパス）と、作業Ｄが関係する経路
は①→②→⑤で、作業⽇数は２⽇＋２⽇の４⽇である。一方、所要工期が
決定する経路①→③→④→⑤の作業⽇数は、２⽇＋３⽇＋２⽇の７⽇であ
り、作業Ｄの作業が１⽇遅れ、経路①→②→⑤の作業⽇数が５⽇になって
も、７⽇の内数のため、所要工期には影響を与えない。

正しくは問12
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3-1-2 P8
工程表の作成

工程表の作成のポイント
送電線工事ではバーチャート（横線式）とネットワーク式工程表が用いら
れることが多い。

正しくは問13
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4-1 P4
原価管理とは

（３番目）予算実績管理
実行予算と実績を比較しながら、実行予算内に収めるための施工管理正しくは問14
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4-3 P17現場の原価管理と、
講義動画巻末のポイントより

工事現場の実行予算は、確定した契約金額から必要な利益を残して
作成することが基本である。正しくは問15
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5-3
ＱＣ７つ道具
特性要因図

特性要因図は、一つの結果（特性）
と、それに影響を与えている無数の
原因（要因）との関係を体系的に整
理するのに適す。
問題の大きさの順位を容易に把握す
るのに適すのはパレート図

正し
くは問16
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5-2 品質管理とは
2)「ばらつき」を管理する

作業方法（Method）を管理する
・作業手順、方法を定め、「作業標準書」を作成する。
・「作業標準書」通り、作業が行われるように教育、訓練を行う。

正しくは問17
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6-4
ヒューマンエラー対策

良い雰囲気の現場つくりに努め、良好な人間関係を築き、作業員一人
ひとりの安全水準、安全意識の向上を図ること。正しくは問18
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6-5-6
作業主任者

「道路のコンクリート舗装の舗設作業」は、労働安全衛生法第14条
（作業主任者の選任が必要作業）の対象ではない。正しくは問19
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6-5-6 作業主任者
作業主任者、技能講習、
特別教育について

つり上げ荷重１トン以上５トン未満の移動式クレーンの運転業務は
技能講習の対象である正しくは問20
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6-6 法で定められた
作業員の遵守義務労働安全衛生法第26条には「作業責任者を補助する義務」の規定はない。正しくは問21



29

6-7 事業者責任行政責任とは「建設業法に基づく営業停止などの行政処分」のほか、
「労働安全衛生法に基づく是正勧告、使用停止命令などの労働基準監
督署による行政処分」が課せられることである。

正しくは問22
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6-8-4
(3)指示をうまく
伝えるためには

安全指示を上手に伝えるためのポイントは
①支持をする人の心構えが大切
②指示には欠かせないものをおぼえる
③指示に工夫をこらす
④実際の作業現場で指示する
⑤支持の後には確認を行う
としており「指示は自信をもって伝える」は取り上げていない。

正しくは問23
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7-3 労働生産性
とは

労働生産性を向上するには、同じ労働投入量で、より多くの生産量をあ
げることである。正しくは問24
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はじめに P1
背景と課題解決

バランスリフトの開発目的は、「作業の省力化による作業環境改善が
必要」であり「必要最小限の労力で作業を可能にする」ことである。正しくは問25
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鉄塔強度確認 Ｐ４
設計手法の確立 Ｐ５

既存の鉄塔に取り付ける際、装置や鉄塔部材に発生する応力を確認
し、必要な補強を行う。正しくは問26
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研究の成果 Ｐ８資材運搬のために「宙乗り器」自身に資材を積み込む必要がなくな
る。これにより宙乗り作業における作業員の労力を軽減できる。正しくは問27




